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これにより、ひきこもり世帯のニーズに早期に「気づき」、その家庭が必要とする支援施策
に「つなぎ」、地域や関係機関と一緒に「支える」切れ目のない支援につながるよう、今後と
も全力で取り組んで行く。

2  アウトリーチの充実
「子ども・若者育成支援推進法」第15条では、困難を有する子供・若者に対する支援の一つとして、

「子ども・若者の住居その他の適切な場所において、必要な相談、助言又は指導を行うこと」が規定さ
れている。
困難を有する子供・若者の中には、自ら相談機関に出向くことが難しい者もおり、支援を行う者が問

題に応じて家庭等に出向き、必要な相談、助言又は指導を行うアウトリーチ（訪問支援）が必要な場合
がある。
内閣府は、アウトリーチに携わる人材の養成を目的とした「アウトリーチ（訪問支援）研修」を実施

している。この研修では、講義・演習のほか、実地研修（研修生が、アウトリーチ等の実績のある相談
機関・団体に赴き、支援の現場で指導を受ける実習）も実施しており、実践的な技能の習得を図ってい
る。
そのほかにも内閣府は、困難を有する子供・若者に対する相談業務に従事する公的相談機関の職員

や、NPO法人等の職員を対象に、適切な支援を行うために必要な知見等の習得を目的とした研修を実
施し、子供・若者育成支援に関わる幅広い人材の養成に努めている。

	第2節 困難な状況ごとの取組

1  若年無業者、ひきこもり、不登校の子供・若者の支援等
15～39歳の若年無業者の数は、平成29（2017）年で71万人であり、15～39歳人口に占める割合

は2.1％であった。共に前年を下回っている（第3-3図）。総務省が平成24（2012）年10月に実施し
た調査では、就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理由として、病気・けがや勉強中の者を除
くと、「知識・能力に自信がない」、「探したが見つからなかった」、「希望する仕事がありそうにない」
といった回答が見られる（第3-4図）。
また、15歳～39歳の広義のひきこもり（「ふだんは家にいるが、近所のコンビニなどには出かける」、

「自室からは出るが、家からは出ない」、「自室からほとんど出ない」、「ふだんは家にいるが、自分の趣
味に関する用事の時だけ外出する」に該当する者）の推計数は、平成27（2015）年の調査では54.1
万人であった。
小・中学生の不登校生徒数は、平成25（2013）年から28（2016）年にかけて、4年続けて前年を

上回っている（第3-5図）。不登校の要因をみると、小・中学生では、家庭に係る状況、いじめを除く
友人関係をめぐる問題、学業の不振等が多くみられる（第3-6表）。
高校中途退学者は減少傾向が続いており、平成28年度は約4万7,000人、中退率は1.4％となってい

る（第3-7図）。中退事由としては、進路変更、学校生活・学業不適応が多くみられる（第3-8表）。
このように、依然として困難を抱えた子供・若者が多く存在しており、それぞれが置かれている状況

も様々である。困難な状況が長引くことのないように、関係機関が連携した支援が必要である。
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	 第3-3図	 	 若年無業者数

◆15～39歳の若年無業者数は、平成29年で71万人であり、15～39歳人口に占める割合は2.1％であった。
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（出典）総務省「労働力調査」
（注）1．平成23年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除いたものである。

2．男女別のそれぞれの数値を四捨五入しているため、男女計の数値とは合わない。
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	 第3-4図	 	 就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理由（平成24年度）

◆「病気・けが」や「勉強」を除くと、「知識・能力に自信がない」、「探したが見つからなかった」、「希望する仕
事がありそうにない」の回答が多くみられる。
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	 第3-5図	 	 不登校の状況

◆小学生・中学生の不登校は、平成25年から28年にかけて4年続けて前年より増加した。
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（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
（注）1．�ここでいう不登校児童生徒とは、年度間に連続又は断続して30日以上欠席した児童生徒のうち不登校を理由とする者。不登校とは、何らかの心理的、情緒的、身

体的、あるいは社会的要因・背景により、子供が登校しないあるいはしたくともできない状況にあること（ただし、病気や経済的理由によるものを除く）をいう。
2．�調査対象は、国公私立の小学校・中学校・高等学校（小学校には義務教育学校前期課程、中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校前期課程、高等学校
には中等教育学校後期課程を含む）。高等学校は平成16年度から調査。

	 第3-6表	 	 不登校の要因

（1）国公私立小・中学校　不登校の要因（平成28年度）

	

	

	 	 	 	 	

	

	

（出典）文部科学省　「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
（注）1．�「本人に係る要因（分類）」については、「長期欠席者の状況」で「不登校」と回答した児童生徒全員につき、主たる要因一つを選択。

2．�「学校、家庭に係る要因（区分）」については、複数回答可。「本人に係る要因（分類）」で回答した要因の理由として考えられるものを「学校に係る状況」、「家庭
に係る状況」より全て選択。

3．「家庭に係る状況」とは、家庭の生活環境の急激な変化、親子関係をめぐる問題、家庭内の不和等が該当する。
4．中段は、各区分における分類別児童生徒数に対する割合。下段は、各区分における「学校、家庭に係る要因（区分）」の「計」に対する割合。
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（2）国公私立高等学校　不登校の要因（平成28年度）

学校、家庭	
に係る要因
（区分）

本人に	
係る要因
（分類）

分
類
別
生
徒
数
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家
庭
に
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る
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入
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時
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※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

「学校における人間関係」
に課題を抱えている。

6,814 1,884 75 10 4,534 1,287 224 46 513 140 268 72 324 63 162 32 672 153 475 146 460 200
― ― 1.1％ 0.5％ 66.5％ 68.3％ 3.3％ 2.4％ 7.5％ 7.4％ 3.9％ 3.8％ 4.8％ 3.3％ 2.4％ 1.7％ 9.9％ 8.1％ 7.0％ 7.7％ 6.8％ 10.6％
14.0％ 10.8％ 79.8％ 90.9％ 61.1％ 56.5％ 43.2％ 36.2％ 5.8％ 4.4％ 6.5％ 6.5％ 37.5％ 29.2％ 8.6％ 5.4％ 10.8％ 7.3％ 6.5％ 5.4％ 3.1％ 3.0％

「あそび・非行」の	
傾向がある。

5,192 2,533 1 0 377 227 65 20 1,288 665 173 101 54 39 924 341 647 343 875 397 1,480 736
― ― 0.0％ 0.0％ 7.3％ 9.0％ 1.3％ 0.8％ 24.8％ 26.3％ 3.3％ 4.0％ 1.0％ 1.5％ 17.8％ 13.5％ 12.5％ 13.5％ 16.9％ 15.7％ 28.5％ 29.1％
10.7％ 14.5％ 1.1％ 0.0％ 5.1％ 10.0％ 12.5％ 15.7％ 14.7％ 20.7％ 4.2％ 9.2％ 6.2％ 18.1％ 49.3％ 57.9％ 10.4％ 16.5％ 12.1％ 14.8％ 9.8％ 11.0％

「無気力」の傾向が	
ある。

16,910 6,424 4 0 748 293 92 21 4,343 1,769 1,083 371 195 58 556 149 2,611 900 2,462 949 5,690 2,463
― ― 0.0％ 0.0％ 4.4％ 4.6％ 0.5％ 0.3％ 25.7％ 27.5％ 6.4％ 5.8％ 1.2％ 0.9％ 3.3％ 2.3％ 15.4％ 14.0％ 14.6％ 14.8％ 33.6％ 38.3％
34.8％ 36.7％ 4.3％ 0.0％ 10.1％ 12.9％ 17.7％ 16.5％ 49.4％ 55.1％ 26.3％ 33.7％ 22.5％ 26.9％ 29.7％ 25.3％ 41.8％ 43.2％ 33.9％ 35.3％ 37.8％ 37.0％

「不安」の傾向がある。
10,780 2,793 10 1 1,515 361 105 28 2,035 429 2,222 437 240 45 104 22 1,517 422 1,785 502 2,431 829
― ― 0.1％ 0.0％ 14.1％ 12.9％ 1.0％ 1.0％ 18.9％ 15.4％ 20.6％ 15.6％ 2.2％ 1.6％ 1.0％ 0.8％ 14.1％ 15.1％ 16.6％ 18.0％ 22.6％ 29.7％
22.2％ 16.0％ 10.6％ 9.1％ 20.4％ 15.8％ 20.2％ 22.0％ 23.2％ 13.4％ 54.0％ 39.7％ 27.7％ 20.8％ 5.5％ 3.7％ 24.3％ 20.3％ 24.6％ 18.7％ 16.2％ 12.4％

「その他」
8,869 3,874 4 0 245 111 33 12 608 205 366 119 52 11 128 45 798 265 1,656 694 4,989 2,437
― ― 0.0％ 0.0％ 2.8％ 2.9％ 0.4％ 0.3％ 6.9％ 5.3％ 4.1％ 3.1％ 0.6％ 0.3％ 1.4％ 1.2％ 9.0％ 6.8％ 18.7％ 17.9％ 56.3％ 62.9％
18.3％ 22.1％ 4.3％ 0.0％ 3.3％ 4.9％ 6.4％ 9.4％ 6.9％ 6.4％ 8.9％ 10.8％ 6.0％ 5.1％ 6.8％ 7.6％ 12.8％ 12.7％ 22.8％ 25.8％ 33.1％ 36.6％

計 48,565 17,508 94 11 7,419 2,279 519 127 8,787 3,208 4,112 1,100 865 216 1,874 589 6,245 2,083 7,253 2,688 15,050 6,665
100.0％ 100.0％ 0.2％ 0.1％ 15.3％ 13.0％ 1.1％ 0.7％ 18.1％ 18.3％ 8.5％ 6.3％ 1.8％ 1.2％ 3.9％ 3.4％ 12.9％ 11.9％ 14.9％ 15.4％ 31.0％ 38.1％

（出典）文部科学省　「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
（注）1．「本人に係る要因（分類）」については、「長期欠席者の状況」で「不登校」と回答した児童生徒全員につき、主たる要因一つを選択。

2．	「学校、家庭に係る要因（区分）」については、複数回答可。「本人に係る要因（分類）」で回答した要因の理由として考えられるものを「学校に係る状況」、「家庭
に係る状況」より全て選択。

3．「家庭に係る状況」とは、家庭の生活環境の急激な変化、親子関係をめぐる問題、家庭内の不和等が該当する。
4．中段は、各区分における分類別児童生徒数に対する割合。下段は、各区分における「学校、家庭に係る要因（区分）」の「計」に対する割合。
5．※の欄は、それぞれの内数として単位制高校を計上している。

	 第3-7図	 	 高校における中途退学者

◆高校中途退学者は、減少傾向が続いている。
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（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
（注）1．平成16年度までは公私立高等学校を調査。平成17年度からは国立高等学校、平成25年度からは高等学校通信制課程も調査。

2．高等学校には中等教育学校後期課程を含む。
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	 第3-8表	 	 高校中退者の事由別構成比

◆高校中途退学の事由としては、「進路変更」、「学校生活・学業不適応」が多い。
（単位：％）

学業不振 学校生活・
学業不適応 進路変更 病気・け

が・死亡 経済的理由 家庭の事情 問題行動等 その他

17年度 6.9 38.6 34.2 4.2 3.6 4.3 4.6 3.6
18年度 7.3 38.9 33.4 4.2 3.4 4.2 4.8 3.7
19年度 7.3 38.8 33.2 4.2 3.6 4.4 4.9 3.6
20年度 7.3 39.1 32.9 4.1 3.3 4.5 5.1 3.7
21年度 7.5 39.3 32.8 4.0 2.9 4.5 5.5 3.4
22年度 7.0 39.0 34.0 4.0 1.9 4.5 6.0 3.6
23年度 7.2 38.9 34.0 3.8 1.8 4.8 5.9 3.6
24年度 7.6 40.0 33.3 3.7 1.6 4.5 5.7 3.5
25年度 8.1 36.3 32.9 3.7 2.2 4.2 4.8 7.7
26年度 7.7 34.9 34.8 4.0 2.3 4.3 4.5 7.6
27年度 7.8 34.1 34.3 4.2 2.8 4.5 4.1 8.2
28年度 7.9 33.6 33.8 4.5 2.6 4.4 3.9 9.4

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
（注）1．平成25年度から高等学校通信制課程も調査対象に含まれている。

2．高等学校には中等教育学校後期課程を含む。

⑴　若年無業者等の支援（厚生労働省）
厚生労働省は、若年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材となるよう「地

域若者サポートステーション」（以下「サポステ」という。）において、地方公共団体と協働し、職業的
自立に向けた専門的相談支援、就職後の定着・ステップアップ支援、若年無業者等集中訓練プログラム
を実施している（15～39歳対象）（第3-9図）。サポステでは、以下のようなサービスの多くを無料で
受けることができる。
・キャリアコンサルタントなどによる個別相談、支援計画の作成
・個別・グループによる就労に向け踏み出すためのプログラム
・就職した者への定着・ステップアップ相談
・集中訓練プログラム（合宿形式を含むサポート、自信回復、職場で必要な基礎的能力付与、就職活
動に向けた基礎知識獲得などを集中的に実施）

・職場見学や職場体験
・高校中退者等のニーズに応じたアウトリーチ型の相談支援
・保護者を対象としたセミナーや個別相談
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	 第3-9図	 	 地域若者サポートステーション事業

（出典）厚生労働省資料

⑵　ひきこもりの支援（厚生労働省）
厚生労働省は、保健・医療・福祉・教育・雇用といった分野の関係機関と連携の下でひきこもり専門

相談窓口としての機能を担う「ひきこもり地域支援センター」の整備を推進している（第3-10図）。「ひ
きこもり地域支援センター」は、平成29（2017）年度末現在、66の都道府県と政令指定都市に設置
されている2。平成30（2018）年度からは、より住民に身近な市町村でのひきこもり支援の充実・強化
のため、ひきこもり支援関係機関へのバックアップ機能の強化等を図る。また、地域に潜在するひきこ
もりを早期に発見し、ひきこもりを抱える家族や本人に対するきめ細やかな支援が可能となるよう、継
続的な訪問支援などを行う「ひきこもりサポーター」を都道府県又は市町村が養成し、市町村が家族や
本人へサポーターを派遣する事業を行っている。そのほか、精神保健福祉センターや保健所、児童相談
所、自立相談支援機関等において、医師や保健師、精神保健福祉士等による相談・支援を、本人や家族
に対して行っている。

2	 「ひきこもり地域支援センター」の連絡先は
	 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12000000-Shakaiengokyoku-Shakai/0000180269.pdfを参照。


